
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

別　紙

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

149,457

69,247

52,648

24%

- 3647 3,647

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

（５）消費生活相談窓口高度化事業

9,577 500 10,077

149

都道府県 市町村 合計

1,953 1319 3,272

930 1,079

822 ー 822

ー ー 0

33,954 18,694 52,648

180

ー ー

0

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

ー ー 0

2,121

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 ー

（８）消費者教育・啓発活性化事業 19,512 9321 28,833

0

（９）商品テスト強化事業 ー ー

2797 2,797

消費者行政決算総額 218,754

合計

1,941



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円管内市町村 3 2,651 2,797

対象人員数

0

追加的総費用追加的総業務量（総時間）

0 0県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

三重県、四日市市、伊勢市、桑名市、名張市、
鳥羽市、鈴鹿亀山地区広域連合

自治体参加型

法人募集型

三重県、津市、四日市市、桑名市、名張市、
鳥羽市、いなべ市、鈴鹿亀山地区広域連合

12 人

600人日

50人日

いなべ市

管内全体の研修参加・受入（実績）

1 人0 人

0人日

12 人

人日

事業実施自治体

いなべ市、志摩市、鈴鹿亀山地区広域連合



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

149

9,577

2,489 2,459

741

910

事業の実績

40,142

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

1,957 1,953

9,577

19,568 20,510 19,512

10,632

0

601

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

消費者トラブル防止啓発街頭キャンペーンの開催、啓発用物品の作成・配布、啓発ＣＭの
放送、啓発関連機材を購入、食品の栄養表示啓発用物品を作成した。

22,176

822

1,690

10,632

⑧食品表示・安全機能強化事業

1,459

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

984

0 87211

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

事務機器、執務参考図書、車両を購入した。

相談員養成講座を実施した。

市町の消費生活相談員及び消費生活相談担当職員向けの研修会を開催した。

810

事務用機器を購入した。

33,954

5,879 1,708 5,826

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

36,07844,550合計

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 720 300 534

消費生活情報提供サービスの時間延長を実施した。食品の栄養表示冠する調査及びセミ
ナーを開催した。

251

事業（実績）の概要

研修会に要する旅費及び経費を支援した。

必要なときに助言が受けられる顧問弁護士制を導入した。



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

対象経費（実績）

事務用機器の整備、車両を購入することにより、消費生活センターの
機能強化を図った。

啓発を実施することで、消費者被害の未然防止を図った。

県センター相談員の新規配置・増員等が円滑に行えるように
なった。（13名）

旅費（146,180円）、負担金、補助及び交付金（2,140円）

報償費810000

国民生活センター等が開催した研修会に参加し、職員及び相
談員の資質向上を図った。（消費生活相談員養成講座７名）

必要なときに助言を受けられる顧問弁護士制を導入した。

啓発物品（ポケットティッシュ、ミニのぼり、着ぐるみ等）の作成（3,367,476
円）、「安全・安心な消費生活推進啓発事業」（14,999,250円）を実施し巡回
キャンペーン、映画館・ＴＶ・ケーブルＴＶ･ラジオにおいてＣＭを放送し、消費
生活に関する啓発を行った。
食品の栄養表示に関する啓発用物品（クリアファイル、マイクロファイバークロ
ス、リーフレット）を作成（1,001,469円）した。

0

事業名

消費生活相談員、消費生活相談窓口職員を対象とした研修
会を開催し、市町相談員等の資質向上を図った。（消費者行
政新任担当者研修会２回、多重債務者相談新任担当者研修
会２回）

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

事業強化・機能強化の成果

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

シュレッダー(205,695円）、カラーレーザープリンター(110,250円）、軽貨物自
動車(854,511円)、電話設備（433,440円）、ノートパソコン等（177,975円）、
ネットワーク接続ハードディスク（135,135円）、等

消費生活相談員養成講座（委託料9,576,977円）

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）
ノートパソコン（177,975円）、プリンター（23,415円）、カーナビ（42,000円）、
バッテリー（7,500円）

事業者指導が円滑に行うことができた。

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 消費生活情報提供サービス（委託料1689848
消費生活情報提供サービスの時間を４時間延長し、消費者の
情報提供することで、消費者被害の未然防止を図った。



７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

自治体参加型

参加希望者数 0 人

年間研修総日数 0

参加者数 0 人

人日

人日

年間研修総日数

84年間研修総日数

人

法人募集型

12 実地研修受入人数 12

年間研修総日数人日

実地研修受入希望人数

83

事業計画

人

人日

実施形態
研修参加・受入要望 研修参加・受入

実績



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

1,546 2,0112,502

27,350

津市、四日市市、松阪市、名張市、尾鷲市、鳥羽市、熊野市、い
なべ市、伊賀市、朝日町、鈴鹿亀山地区広域連合

津市、四日市市、松阪市、名張市、尾鷲市、鳥羽市、熊野市、伊
賀市、鈴鹿亀山地区広域連合

180

いなべ市

名張市、尾鷲市、鳥羽市、熊野市、いなべ市、志摩市、伊賀市、
朝日町、度会町

9,321

20,521

2,875 2,797

24,393

180

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

1,692

9,88810,171

7,337 6,950

500

4,087

433

1,409

3,647

500

11,299

18,694

4,087

433

3,669

1,319

9301,185

合計

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

190243

実施市町村

四日市市

いなべ市、志摩市、鈴鹿亀山地区広域連合

津市、四日市市、鈴鹿亀山地区広域連合



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

Ｈ２１年１０月から相談員１名配置、Ｈ２２年２月から相談員１名配置、Ｈ２１年５月から相談員１名増

啓発チラシ、啓発物品、講座等で使用するパネル、ポスター、チラシの作成、啓発用冊子の作成、啓発用機材の購入、リーフレットの市内全
戸配布、「悪質商法おことわり」プレートの各戸配布、啓発リーダーの育成、自治会長に啓発図書を配布、老人会及び市庁舎にパンフ配布

執務室の改修、事務用機器の整備、消費生活センターのリーフレット作成、窓口周知用グッズ・リーフレットの作成、執務参考図書の購入、消
費生活センター案内板（外看板）の設置

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 相談員の研修参加旅費及び参加費

⑨消費生活相談窓口高度化事業

パネルスクリーンを購入しプライバシーの保護、ローカウンター等を設置し窓口の改良、参考図書の購入、事務用機器（パソコン、事務机、Ｆ
ＡＸ、プリンター、電話機等）の購入、窓口周知用リーフレットの作成、

消費生活相談員養成研修参加支援

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑬消費者教育・啓発活性化事業

事業・機能強化の成果の概要

千円

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

52,648

33,954

千円

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計 0

事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

積増し相当分

うち都道府県

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

千円うち管内の市町村合計

交付金相当分

18,694

0

0

千円

消費生活弁護士相談（相談員同席）の実施

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

13．都道府県の消費生活相談窓口

0

千円145,719千円 166,106

千円

千円 52,648

千円

千円

0千円

消費生活相談員の配置

平成20年度末

310,000

981

145,719

千円

0 千円18,694

44,516 50,603

44,516

千円 218,754

相談員総数

設置当初の基金残高（交付金相当分）

平成20末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

平成20年度末 相談員総数 9

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

千円

101,203千円 千円

33,954

人

33,954千円

前年度差

48,254千円

千円

千円

千円

千円

18,694千円

0.24

-

101,203千円 149,457

千円 69,297

6,087千円

千円

73,035千円

52,648千円

20,387千円

チェック項目

-

0.23

-

-

0.27

-

-

平成20年度 平成21年度

千円

310,000千円

52,648千円

千円

258,333千円

千円

相談員総数 9人 21年度末実績

0

千円

千円

平成20年度末 相談員総数 9 人

人

21年度末実績 相談員総数 9 人

人 21年度末実績 相談員総数

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績平成20年度末 相談員総数 相談員総数

-千円 0 0

115,503

千円 -

14,300千円

24,781

0千円 0

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

0

千円 0千円 -

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

00千円

0千円

千円0

①都道府県の消費者行政決算



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

④その他 ○ 志摩市：消費生活相談員1名を平成22年2月より週1回の割合で配置

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

研修等の受講機会を増やし、消費生活相談員のスキルアップを図った。

執務参考図書の購入、事務機器の整備を行い業務効率の改善を図った。

③就労環境の向上 ○

津市：執務室の改修、事務用機器の整備参考資料の購入
四日市市：専用事務機器の設置による業務能率の向上を図った。
鳥羽市：消費生活相談員資格の教育研修に参加させるための旅費を支援した。
いなべ市：執務参考資料（図書）を充実した。
志摩市：執務参考資料（図書）の充実

④その他

②研修参加支援 ○

津市：年１回程度／各相談員の研修参加旅費・参加費の支援
四日市市：県外等研修参加について、各相談員年１回のところ、複数回参加できるように支援した。
鳥羽市：日額報酬を5,600円から7,600円に引き上げた。
いなべ市：相談員の研修参加に要する費用（旅費等）を支援した。
鈴鹿亀山地区広域連合：公費で研修に参加できる機会を3人で1回から1人ずつ１回に増やした。

人

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

①報酬の向上

人 21年度末実績 相談員総数 16平成20年度末 相談員総数 11

処遇改善の取組 具体的内容

うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数

①報酬の向上

○

人

人 21年度末実績 相談員総数 人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 11 人 21年度末実績 相談員総数 16

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数


